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   In response to the natural disasters that have frequently occurred in recent years, municipalities are required to further 

enhance and strengthen their crisis management systems. The purpose of this study is to quantitatively analyze the 

influence of disaster prevention consciousness of the mayor or senior staff on the construction of a crisis management 

systems using the results of a questionnaire survey. Factor analysis, a chi-square test and logistic regression are used 

as the analysis method. In addition, in order to supplement the results of the quantitative analysis, an interview survey 

was conducted focusing on Ise City, Mie Prefecture, which was selected as an advanced disaster prevention city. 
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１．はじめに 

 

(1) 研究の背景 

 「災害対策基本法」上，市町村は，地域，住民の生命，

身体及び財産を災害から保護するため，災害対応の第一

義的な対応の責務を有する．また，災害対策基本法は，

市町村の首長に，避難準備，避難指示等を発出する権限

など各種の案件について指示や命令を出す権限を認めて

いる1).この首長に付与された広範な責務・権限に相応し

い機能が災害発生時に発揮されているかが問題となる2)．

近年多発する自然災害において，市町村の災害対応は常

に同じ失敗を繰り返していると指摘されている3)．従って，

市町村は，総合的な防災・危機管理体制のより一層充

実・強化することが求められている3)． 

市町村の防災・危機管理体制の現状を把握し，そのあ

り方を検討した先行研究に，「地方公共団体における総

合的な危機管理体制の整備に関する検討会」によるもの4)

がある．当検討会は，2008年に市町村（東京23区を含む）

を対象として，危機管理体制の整備に係る取組状況を把

握するために，質問紙調査を実施している．この質問紙

調査の結果等を踏まて，危機発生時における対応のあり

方や平時における対応のあり方に関する検討を行い，市

町村における危機管理の考え方を提唱している．その一

つに，平素より首長以下全庁的に危機に備えておくこと

が挙げられている．しかし，危機管理体制の構築に影響

を及ぼす要因について，定量的な分析を行っていない． 

この定量的な分析を行った先行研究には，宮脇による

市町村（東京23区を含む）における防災体制の現状把握

と防災体制に影響を及ぼす要因として市町村の規模を取

り上げた分析5)がある．宮脇は，全国の地方自治体を対象

として，2015年11月から2016年1月を調査期間として実施

された質問紙調査の結果を活用して，市町村の防災体制

に市町村の規模が影響しているかどうかを定量的に検証

している．その分析結果から，防災体制の構築には，基

礎自治体の規模と権限が要因として作用することが明ら

かになったと指摘している． 

また，本莊・青田他は，市町村（東京23区を含む）を

対象として，2022年3月を調査期間として実施された質問

紙調査の結果を活用して，人口規模別市町村における災

害対応力の課題等の違いを定量的に分析している6)．その

結果，人口規模別市町村における災害対応力の課題に差

異があり，それは経営資源の確保力や官僚制化などの違

いに対応していると指摘している． 

上記の宮脇，本莊・青田他の先行研究は，ともに市町

村の防災・危機管理体制の構築に市町村の規模が影響し

ていることを示唆している．しかし，小規模な地方自治

体でも，首長の優れたリーダーシップが加わることによ

って先駆的な取り組みが存在していることが紹介されて

いる7)．また，宮脇は，防災体制の構築に，市町村の規模

以外にも自然災害の経験や地方自治体の首長の防災意識

などの他の要因が関連していると考えられると指摘して

いる5)．さらに，野田は，組織の適応行動に諸要因が関わ

ると指摘している8)．このことから，防災・危機管理体制

の構築に影響を及ぼす規模以外の他の要因についても定

量的な分析を行う必要があると考える． 

規模以外の他の要因に関して，危機時に，首長がリ－

ダ－シップを発揮して取り組むことが極めて重要である

という見解が数多く存在する9).中邨は，「首長が災害対
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策について，どの程度，知識と意識，認識を持つかによ

って，対応の成果は大きく左右される．」10)や「首長に

危機対応の能力が不足していると，対策は問題を抱えは

じめ影響は被災者に大きくのしかかる」1)などと指摘して

いる．同時に，首長は必ずしも危機管理の専門家でない

ので，首長の補佐機能強化が求められている10)11).近年，

大都市等で，首長を直接補佐して，平時を含め，初動対

応を指揮する「危機管理監」，「防災監」の役職の高い

危機管理担当者を設置している例が増加している 12)． 

 災害が次々と出現し，災害対応が政治的にも重要な政

策課題に変わってきている1)．その一方で，首長の中には

危機管理についての認識や意識の低い首長がいることが

指摘されている10)．また，災害対策や危機管理に関する

知識を持ち合わせている首長はまれで，しかも，多くの

首長が公務多忙で首長向けの研修に参加できていないと

も指摘されている10)． 

 このような首長及び幹部職員の持つ防災意識の現状や

首長及び幹部職員の防災意識が防災・危機管理体制に及

ぼす影響について，定量的な分析が十分にされていない． 

 

(2)研究の目的 

 本研究の目的は，市町村の防災・危機管理体制の充

実・強化を図るため，首長及び幹部職員の防災意識が防

災・危機管理体制構築にどのように影響を及ぼすかにつ

いて定量的に分析することである．なお，防災・危機管

理体制とは，自然災害の発災に備える事前対応，発災後

の事後対応を実施するための制度や取り決めと定義する． 

 本研究によって，市町村の防災・危機管理体制の構築

において，首長及び幹部職員の防災意識が重要であると

いう視座の妥当性を実証することができる． 

以下，第2章では研究の方法を，第3章では質問紙調査

の分析結果を，第4章では，インタビュー調査結果を記載

する．第5章で，以上の総括と考察を行う． 

 

２．研究の方法 
 

(1) 質問紙調査 

 本研究のデータとして，本論文の著者である青田を研

究代表者とし，他の著者等をメンバーとする「基礎自治

体研究会」が全国の市町村に対して災害対応力向上をテ

ーマに実施した質問紙調査 6)の回答結果を活用する． 

質問紙調査の概要は，表 1 のとおりである．全国 1,747

市町村特別区の防災担当部署を対象として，郵送により

調査票を送付し，郵送回答または Web 回答の方法で回収

した．回収数は 613 件で，回収率は 35.1％であった． 

 

表 1 質問紙調査の概要 

調査対象
全国市町村特別区1,747（2022年3月時点）
の防災担当部署

調査方法
調査票の郵送送付，
郵送回答・WEB回答の選択式

調査時期 2022年3月8日発送，回答締切3月31日

配布数 1,747

回収数 613

回収率 35.1%  
 

防災・危機管理体制の現状を把握するために本研究で

設定した調査項目は，市町村の防災・危機管理体制の現

状を把握する先駆けとなった総務省消防庁の「地方公共

団体の地域防災力・危機管理能力評価指標の策定 調査

報告書」13)において災害に対する防災力と危機管理能力

を自己評価をするために提示された指標(1)を参考にした．

その評価指標は，消防庁などで試作されてきた地域防災

力評価に関する手 法や FEMA の‘ State Capability 

Assessment for Readiness（CAR）’を踏まえて策定された

ものであると指摘されている．本研究の調査項目は，具

体的には次のように設定した（表 2）．①計画・マニュア

ル等の策定状況・検討体制，②職員の教育・研修等，③

災害対策本部の開設，④災害対策本部会議の開催への備

え，⑤外部組織との連携や受援体制，⑥自治体の災害対

応全般（防災担当部局が抱えている重要な課題，基礎自

治体の災害対応力強化のための重要な課題や要望，災害

対応力強化における先進自治体や災害対応等で参考とし

ている自治体）, ⑦フェイスシート・自治体の状況． 

 

表 2 調査項目・質問項目・回答選択肢・回答方法 

 
 

(2) インタビュー調査 

質問紙調査の結果の解釈を補足するために，質問紙調

査の質問項目「先進的災害対応力強化に取り組んでいる

自治体や災害対応等で参考にしている自治体（自由回

答）」（表2）の回答結果において，神戸市についで，最

も多くの自治体から選ばれた（表3）三重県伊勢市に対し

て， 2023年1月12日にインタビュー調査を実施した．な

お，神戸市・仙台市の政令指定都市のように大規模な自

治体は，先行研究5)6)で小規模な自治体より防災・危機管

理体制が充実していることが明らかになっていることか

ら，インタビュー調査対象から除いた．伊勢市へのイン

タビュー調査の調査項目としては，表4のとおり，組織構

造，人員配置，初動期対応手法，職員研修及び訓練など

を取り上げた．なお，伊勢市は，三重県の中東部，伊勢

平野の南端部に位置する，比較的温暖な気候に包まれた，

面積208.37㎢，人口122,765人（2020年国勢調査）の都市

である．また，災害に関して，地形特性から，台風や大

雨，土砂災害，地震が起こりやすい地であると指摘され

ている．繰り返し発生した南海トラフ地震で，何度も津

波に襲われた．近年では，2017年に伊勢市を襲った台風

第21号が，観測史上最大の雨を降らせた14)．その影響で，

市内各地で河川の氾濫や内水氾濫が発生し，死者1名，床

上浸水409戸，床下浸水670戸，店舗・倉庫等の浸水773戸

①計画・マニュアル等の策定状況・検討体制

・現在の地域防災計画において，今後，改善していきたい課題(3.(3)a))

 　 (選択肢）表11・12中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

・全庁的な防災計画やマニュアルの策定見直しにおける課題(3.(3)b))

 　 (選択肢）表14・15中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

②職員の教育・研修等

・概ね過去5年以内において，災害対策本部の設置・運営訓練をどのように実施したか(3.(3)c))

 　 (選択肢）表17・18中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

・災害対応に関する職員の人材育成・研修における課題(3.(3)d))

 　 (選択肢）表20・21中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

③災害対策本部の開設

・災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）している課題(3. (3)e))

 　 (選択肢）表23・24中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

④災害対策本部会議の開催への備え

・災害対策本部で想定される課題(3.(3)f))

 　 (選択肢）表26・27中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

⑤外部組織との連携や受援体制

・国・都道府県・他市町村からの応援職員の受入を受援計画等で想定しているか(3.(3)g))

 　 (選択肢）表29・30中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

⑥自治体の災害対応全般

・防災担当部局の抱えている課題について，特に重要と思っているものは何か(3.(2))

 　 (選択肢）表10中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

・災害対応力強化のための課題や要望について，特に重要と思っていものは何か( 3.(3)h))

 　 (選択肢）表32・33中の個別項目，各選択肢は「はい」「いいえ」の2項選択，複数回答

・先進的災害対応力強化に取り組んでいる自治体や災害対応等で参考にしている自治体

　　自由回答
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などの被害がもたらされた． 

 

表 3 他自治体から災害対応力強化の先進自治体として評

価されている自治体と列挙数（自由回答,N=613） 

 
 

表4 インタビュー調査の概要 

 

 
(3) 分析方法 

 首長，幹部職員それぞれの防災意識の強弱を，質問紙

調査での調査項目「⑥自治体の災害対応全般」の質問項

目「防災担当部局の抱えている重要な課題」の選択肢

（表 10）である「首長の更なる防災意識向上」「幹部職

員の更なる防災意識の向上」が選択されているか否かで

測る．なお，「防災担当部局の抱えている重要な課題」

の選択肢は，前述の危機管理能力を評価するために設定

された指標 13)を参照して設けたものである． 

まず，首長，幹部職員それぞれの防災意識の現状を把

握する．ついで，因子分析手法を採用して，防災・危機

管理体制の構築に影響している潜在的な共通因子に，首

長及び幹部職員の防災意識が含まれるか否かを検討する．

さらに，χ二乗検定で，首長と幹部職員のそれぞれの防

災意識の強弱と関連性のある防災・危機管理体制の個別

項目を抽出し，その抽出された各個別項目について，ロ

ジスィテック回帰分析手法を採用して，首長・幹部職員

の防災意識が影響しているかを検証する．検証では，尤

度比検定，パラメータ推定値の有意確率の結果を用いる． 

 

３．質問紙調査の分析結果 
 

(1) 首長及び幹部職員の防災意識の現状 

 回答を得た 613 件の市町村について，人口規模別の回

答市町村数は表 5 のとおりである．なお，地方自治体の

区分（政令指定都市,中核市，その他の市，町村）の人口

要件を考慮して人口規模を分類した． 

 

表5 人口規模別回答市町村数 

度数
パーセン

ト
有効パー

セント
累積パー

セント
１万人未満 188 30.7 30.7 30.7

1万人～5万人 231 37.7 37.7 68.4

5万人～20万人 136 22.2 22.2 90.5

20万人～50万人 38 6.2 6.2 96.7

50万人以上 20 3.3 3.3 100.0

合計 613 100.0 100.0  
 

 首長の防災意識の弱い市町村を示す「防災担当部局に

おける重要な課題」で「首長の更なる防災意識向上」が

該当すると回答した市町村の割合は 16.1％，また，幹部

職員の防災意識の弱い市町村を示す「防災担当部局にお

ける重要な課題」で「幹部職員の更なる防災意識向上」

が該当すると回答した市町村の割合は 39％であった（表

6）． 

 

表6 首長・幹部職員の更なる防災意識向上 

度数
パーセン

ト
有効パー

セント 度数
パーセン

ト
有効パー
セント

非該当 512 83.5 83.9 372 60.7 61.0

該当 98 16.0 16.1 238 38.8 39.0

合計 610 99.5 100.0 610 99.5 100.0

欠損値 無回答 3 0.5 3 0.5

613 100.0 613 100.0

有効

合計

首長の更なる防災意識向上
幹部職員の更なる防災意識
向上

 
 

「防災担当部局の抱えている重要な課題」として「首

長の更なる防災意識向上」の該当の有無と「幹部職員の

更なる防災意識向上」の該当の有無とのクロス表は表 7

のとおりである.「首長の更なる防災意識向上」,「幹部

職員の更なる防災意識向上」ともに非該当である市町村

の割合は全体の 59.2％，一方「首長の更なる防災意識向

上」，「幹部職員の更なる防災意識向上」ともに該当で

ある市町村の割合は，全体の 14.3％であった．また，首

長の更なる防災意識向上」の該当の有無と「幹部職員の

更なる防災意識向上」の該当の有無とのχ二乗検定の結

果は，統計的に有意な差があった（χ2(1)=121.499,p<0.

01）．この結果は，首長と幹部職員のそれぞれの防災意

識の強弱の間に，関連性があることを示している． 

首長や幹部職員それぞれの「更なる防災意識向上」が

「防災担当部局の抱えている重要な課題」に該当する割

合と市町村の人口規模とのクロス表は，表 8，表 9 のとお

りである．首長や幹部職員それぞれの「更なる防災意識

向上」を課題として回答した割合が，人口規模別に，統

計的に有意な差があるのか否かをχ二乗検定でみると，

それぞれ統計的に有意な差がなかった．このことから，

首長や幹部職員それぞれの防災意識の強弱は，市町村の

人口規模と関連性がないことが分かった． 

 

表7 首長・幹部職員両者の更なる防災意識向上の関連性 

 
 

表8 人口規模別市町村での首長の更なる防災意識向上 

 

先進自治体

都市数 6 神戸市

4 伊勢市，仙台市

3 仙台市，飯田市，益城町

釜石市，いなべ市，横浜市

京都市，大阪市，福岡市

熊本市

列挙した

2

実施日 時間 調査先 調査項目

・災害状況
・組織構造
・人員配置
・初動期対応手法
・職員研修及び
　訓練　　　　など

危機管理部
危機管理課

2023年
1月12日

9:20～
11:50

非該当 該当
非該当 361 151 512

該当 11 87 98

372 238 610

首長の更
なる防災
意識向上

合計

幹部職員の更なる
防災意識向上

合計

人口規模 非該当 該当 合計
153 35 188

29.9% 35.7% 30.8%

194 34 228

37.9% 34.7% 37.4%

114 22 136

22.3% 22.4% 22.3%

33 5 38

6.4% 5.1% 6.2%

18 2 20

3.5% 2.0% 3.3%

512 98 610

100.0% 100.0% 100.0%

50万人以上

合計

１万人未満

1万人～5万
人

5万人～20
万人

20万人～50
万人
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表 9 人口規模別市町村での幹部職員の更なる防災意識向

上 

 
 

(2) 因子分析結果 

首長及び幹部職員の防災意識が，危機管理体制の構築

の潜在因子であるか否かを定量的に分析した．前述のと

おり危機管理能力を評価するために設定された指標 13)を

参照して設けた，質問項目「防災担当部局の抱えている

重要な課題」の選択肢（表 10）の背後にある共通して影

響を与えている概念（共通因子）を，因子分析法（主因

子法，バリマックス回転）で求めた．なお，「防災担当

部局の抱えている重要な課題」の各選択肢について該当

すると回答した割合は，図 1 のとおりである． 

 

 
（注）横軸の数値は表 10の表側に記載する課題の数値に対応． 

図 1 防災担当部局の抱えている重要な課題 

(複数回答)(N=610) 

 

因子分析結果は，表 10 のとおりで，5 つの共通因子を

抽出することができた．それぞれの因子について，変数

である各個別課題と因子との相関の度合いを表す因子負

荷量をみることによって，次のように解釈した．第 1 因

子の因子負荷量をみると，「首長の更なる防災意識向

上」，「幹部職員の更なる防災意識向上」が大きく正の

値をとっている．このことから，第 1 因子は「首長・幹

部職員の防災意識の向上」を示していると解釈した．第 2

因子の因子負荷量をみると，「外部研修等による担当職

員の資質の向上」，「先進自治体や被災地への派遣によ

る人材育成」，「定期的人事ローテーションによる人材

育成の困難性」が大きく正の値をとっている．このこと

から，第 2 因子は「担当職員の人材育成」を示している

と解釈した．第 3 因子の因子負荷量をみると，「予算増

額による資機材整備」，「庁内他部局との連携強化」，

「災害時の権限移譲」，「各種計画の整備」が大きく正

の値をとっている．このことから，第 3 因子は「組織編

制」を示していると解釈した．第 4 因子の因子負荷量を

みると，「職員の増員」が大きく正の値をとっているこ

とから，第 4 因子は「職員の増員」を示していると解釈

した．第 5 因子の因子負荷量をみると，「その他」が大

きく正の値をとっていることから，第 5 因子は「その他」

と解釈した． 

第 1 因子の「首長・幹部職員の防災意識の向上」の寄

与率が，「防災担当部局の抱えている重要な課題」の共

通因子の中で一番高かったことから，「首長・幹部職員

の防災意識の向上」が全体に対して最も大きく寄与（影

響）していることが分かる． 

共通性を見ると，「首長の更なる防災意識向上」が最

も高く，ついで「幹部職員の更なる防災意識向上」が続

いている．このことは，「首長の更なる防災意識向上」

「幹部職員の更なる防災意識向上」が分析によって算出

された共通因子と深く関与していることを示している． 

 

表 10 因子分析結果(N=610) 

 
 

(3) 首長及び幹部職員の防災意識と関連性のある危機管

理体制に関わる個別項目の抽出と因果関係の検証 

a) ①計画・マニュアル等の策定状況・検討体制で，現在

の地域防災計画において，今後，改善していきたい課題 

 「今後，改善していきたい課題」の個別項目と「首長

の更なる防災意識向上」に関する該当の有無とのクロス

分析やχ二乗検定の結果は，表 11 のとおりである．「首

長の更なる防災意識向上」に関する該当の有無と統計的

に有意な差のある個別項目は，「近年の災害対応の教訓

を十分に反映できていない」（χ2(1)=4.295,p<0.05），

「実効性が乏しい内容となっている」（χ2(1)=4.032,p<

0.05），「業務の優先順位や絞り込みができていない」

（χ2(1)=4.560,p<0.05）であった．これらの個別項目の

割合を見ると，「首長の更なる防災意識向上」に該当す

る，首長の防災意識の弱い市町村の方が高くなっている

が，この結果は，偶然による誤差でないことを示してい

る． 

 次に，「今後，改善していきたい課題」の個別項目と

「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当の有無

とのクロス分析やχ二乗検定の結果は，表 12 のとおりで

ある．「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無

と統計的に有意な差がある個別項目は，「首長の更なる

防災意識向上」と同様に，「近年の災害対応の教訓を十

分に反映できていない」（χ2(1)=4.304,p<0.05），「実

効性が乏しい内容となっている」（χ2(1)=4.368,p<0.05）

であった．また，「首長の更なる防災意識向上」と違っ

て，「読みにくく，分かりにくい構成になっている」

人口規模 非該当 該当 合計
118 70 188

31.7% 29.4% 30.8%

135 93 228

36.3% 39.1% 37.4%

79 57 136

21.2% 23.9% 22.3%

27 11 38

7.3% 4.6% 6.2%

13 7 20

3.5% 2.9% 3.3%

372 238 610

100.0% 100.0% 100.0%

50万人以上

合計

１万人未満

1万人～5万
人

5万人～20
万人

20万人～50
万人

1 2 3 4 5 共通性
１　首長の更なる防災意識向上 0.738 0.028 0.025 0.048 -0.076 0.555

２　幹部職員の更なる防災意識
　向上

0.590 0.190 0.135 0.053 0.005 0.405

４　外部研修等による担当職員の
　資質の向上

0.098 0.608 0.037 -0.101 0.001 0.391

６　先進自治体や被災地への派遣
　による人材育成

0.050 0.438 0.289 0.070 -0.063 0.287

５　定期的人事ローテーションに
　よる人材育成の困難性

0.105 0.177 0.045 0.159 -0.029 0.070

８　予算増額による資機材整備 0.099 0.049 0.477 0.179 0.002 0.272

７　庁内他部局との連携強化 0.055 0.026 0.311 -0.105 -0.174 0.141

９　災害時の権限移譲（災害時に
　おける人事権・予算権限等）

0.175 0.035 0.266 0.068 -0.035 0.109

10　各種計画の整備 -0.044 0.104 0.238 -0.027 0.042 0.072

３　職員の増員 0.043 -0.044 0.031 0.631 -0.100 0.412

11　その他 -0.033 -0.031 -0.028 -0.095 0.479 0.241

固有値 1.941 1.236 1.171 1.059 1.010

寄与率（％） 8.766 5.889 5.083 4.550 2.576

因子
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（χ2(1)=13.712,p<0.01），「災害予防・事前準備対策

についての記述が少ない」（χ2(1)=7.916,p<0.01）が統

計的に有意な差があった．一方，「業務の優先順位や絞

り込みができていない」は，「首長の更なる防災意識向

上」と違って，統計的に有意な差がなかった． 

 

表 11 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）*は 5%以下で統計的に有意 

 

表 12 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する 

該当の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

 以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 13 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 

表 13 ロジスティック回帰分析結果 

 
 

b) ①計画・マニュアル等の策定状況・検討体制で，全庁

的な防災計画やマニュアルの策定や見直しにおける課題 

「全庁的な防災計画やマニュアルの策定や見直しにお

ける課題」の個別項目と「首長の更なる防災意識向上」

に関する該当の有無とのクロス分析やχ二乗検定の結果

は，表 14 のとおりである．「首長の更なる防災意識向上」

に関する該当の有無と統計的に有意な差のある個別項目

は，「防災部門の職員数が少ない」（χ2(1)=7.657,p<0.

01），「首長の防災に対する関心，意識が高くない」

（χ2(1)=86.060,p<0.01），「個々の職員の防災に対す

る関心，意識が高くない」（χ2(1)=11.057,p<0.01），

「庁内他部局の防災への理解・関心が得られない」（χ2

(1)=5.690,p<0.05）である． 

 

表 14 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「全庁的な防災計画やマニュアルの策定や見

直しにおける課題」の個別項目とのクロス分析やχ二乗

検定の結果は，表 15 のとおりである．「幹部職員の更な

る防災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差があ

った個別項目は，「首長の更なる防災意識向上」と同様

に，「防災部門の職員数が少ない」（χ2(1)=12.623,p<0.

01），「首長の防災に対する関心，意識が高くない」

（χ2(1)=15.288,p<0.01），「個々の職員の防災に対す

る関心，意識が高くない」（χ2(1)=46.581,p<0.01），

「庁内他部局の防災への理解・関心が得られない」（χ2

(1)=36.545,p<0.01）と，それに加えて「首長の更なる防

災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差のなかっ

た個別項目であった「防災や災害対応についての知識，

経験が不足している」（χ2(1)=5.610,p<0.05）である． 

 

表 15 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する

該当の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

 以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 16 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 

c) ②職員の教育・研修等で，過去 5 年以内に実施した災

害対策本部の設置・運営訓練の内容 

「過去 5 年以内に実施した災害対策本部の設置・運営訓

練の内容」の個別項目と「首長の更なる防災意識向上」 

 

非該当
(N=502)

該当
(N=94)

近年の災害対応の教訓を十分に反映できていない * 9.8% 17.0%

自組織の施設・設備、職員等が被災した前提となっていない 18.3% 20.2%

実効性が乏しい内容となっている * 15.9% 24.5%

ページ数が多い 43.4% 52.1%

読みにくく、分かりにくい構成になっている 22.1% 25.5%

災害予防・事前準備対策についての記述が少ない 4.6% 7.4%

復旧・復興対策についての記述が少ない 14.5% 19.1%

業務の優先順位や絞り込みができていない * 18.1% 27.7%

その他 10.8% 10.6%

特に課題はない 19.7% 12.8%

首長の更なる防災
意識向上

現在の地域防災計画において，今後，改善していきたい課題

非該当
(N=364)

該当
(N=232)

近年の災害対応の教訓を十分に反映できていない * 8.8% 14.2%

自組織の施設・設備、職員等が被災した前提となっていない 16.5% 22.0%

実効性が乏しい内容となっている * 14.6% 21.6%

ページ数が多い 44.2% 45.7%

読みにくく、分かりにくい構成になっている ** 17.6% 30.6%

災害予防・事前準備対策についての記述が少ない ** 3.0% 8.2%

復旧・復興対策についての記述が少ない 13.5% 18.1%

業務の優先順位や絞り込みができていない 17.3% 23.3%

その他 11.3% 9.9%

特に課題はない 20.6% 15.5%

現在の地域防災計画において，今後，改善していきたい課題

幹部の更なる防災
意識向上

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

首長 0.05 -0.640 0.313 0.041

幹部職員 0.04 0.543 0.264 0.029

首長 0.05 -0.536 0.269 0.047

幹部職員 0.03 -0.478 0.218 0.029

読みにくく、分かりにくい
構成になっている

幹部職員 0.00 -0.726 0.198 0.000

災害予防・事前準備対策に
ついての記述が少ない

幹部職員 0.01 -1.052 0.389 0.007

業務の優先順位や絞り込みが
できていない

首長 0.04 -0.546 0.258 0.034

パラメータ推定値

近年の災害対応の教訓を十分
に反映できていない

実効性が乏しい内容となって
いる

非該当
(N=510)

該当
(N=97)

業務が多忙であり、時間が足りない 62.0% 66.0%

防災部門の職員数が少ない ** 61.6% 76.3%

防災や災害対応についての知識、経験が不足している 42.5% 45.4%

首長の防災に対する関心、意識が高くない ** 0.2% 17.5%

個々の職員の防災に対する関心、意識が高くない ** 29.2% 46.4%

庁内他部局の防災への理解・関心が得られない * 29.0% 41.2%

法制度やガイドライン、用語等の変更が多く、対応が求められる 35.9% 37.1%

その他 3.9% 2.1%

特に課題はない 5.9% 3.1%

首長の更なる
防災意識向上

全庁的な防災計画やマニュアルの策定や見直しにおける課題

非該当
(N=370)

該当
(N=237)

業務が多忙であり、時間が足りない 60.3% 66.2%

防災部門の職員数が少ない ** 58.4% 72.6%

防災や災害対応についての知識、経験が不足している * 39.2% 48.9%

首長の防災に対する関心、意識が高くない ** 0.8% 6.3%

個々の職員の防災に対する関心、意識が高くない ** 21.6% 48.1%

庁内他部局の防災への理解・関心が得られない ** 21.9% 45.1%

法制度やガイドライン、用語等の変更が多く、対応が求められる 37.3% 34.2%

その他 3.2% 4.2%

特に課題はない 6.5% 3.8%

全庁的な防災計画やマニュアルの策定や見直しにおける課題

幹部の更なる
防災意識向上
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表 16 ロジスティック回帰分析結果 

 
 

に関する該当の有無とのクロス分析やχ二乗検定の結果

は，表 17 のとおりで，「過去 5 年以内に実施した災害対

策本部の設置・運営訓練の内容」の各個別項目に関して

統計的に有意な差はなかった． 

次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「過去 5 年以内に実施した災害対策本部の設

置・運営訓練の内容」の個別項目とのクロス分析やχ二

乗検定の結果は，表 18 のとおりである．「幹部職員の更

なる防災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差が

あった個別項目は，「首長の更なる防災意識向上」と違

って，「参加者に事前予告しない（抜き打ちでの）災害

対策本部の設置・運営訓練」（χ2(1)=4.425,p<0.05）に

おいて統計的に有意な差が見られた． 

 

表 17 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の 

有無とのクロス分析（複数回答） 

 
 

表 18 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する 

該当の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）*は 5%以下で統計的に有意 

 

 以上の関連性のある個別項目と幹部職員の防災意識と

の因果関係をロジスティック回帰分析で検証すると，表

19 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は有意とな

っており，因果関係の存在が示唆された． 

 

表 19 ロジスティック回帰分析結果 

 

d) ②職員の教育・研修等で，災害対応に関する職員の人

材育成・研修等の課題 

 「災害対応に関する職員の人材育成・研修等の課題」

の個別項目と「首長の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無とのクロス分析やχ二乗検定の結果は，表 20 の

とおりである．「首長の更なる防災意識向上」に関する

該当の有無と統計的に有意な差のある個別項目は，「防

災担当部局の業務が多忙で，研修等に参加する時間がな

い」（χ2(1)=4.620,p<0.05），「防災担当部局以外では，

防災や災害対応業務について当事者意識が少ない」（χ
2(1)=5.253,p<0.05）である． 

 

表 20 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の 

有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）*は 5%以下で統計的に有意 

 

次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「災害対応に関する職員の人材育成・研修等

の課題」の個別項目とのクロス分析やχ二乗検定の結果

は，表 21 のとおりである．「幹部職員の更なる防災意識

向上」の該当の有無と統計的に有意な差があった個別項

目は，「首長の更なる防災意識向上」と同様に，「防災

担当部局の業務が多忙で，研修等に参加する時間がない」

（χ2(1)=6.270,p<0.05），「防災担当部局以外では，防

災や災害対応業務について当事者意識が少ない」（χ2

(1)=28.526,p<0.01）である．また，「首長の更なる防災

意識向上」と違って，「人事異動により，防災担当部局

に，専門知識のある職員が定着しない」（χ2(1)=5.596,

p<0.05），「全庁的に，防災や災害対応に関する職員研

修がない」（χ2(1)=5.671,p<0.05）が統計的に有意な差

があった． 

 

表 21 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 22 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

首長 0.00 -0.697 0.255 0.006

幹部職員 0.00 -0.635 0.180 0.000

防災や災害対応についての
知識、経験が不足している

幹部職員 0.02 -0.397 0.168 0.018

首長 0.00 -4.684 1.036 0.000

幹部職員 0.00 -2.112 0.638 0.001

首長 0.00 -0.740 0.226 0.001

幹部職員 0.00 -1.212 -0.181 0.000

首長 0.02 -0.540 0.228 0.018

幹部職員 0.00 -1.077 0.181 0.000

パラメータ推定値

防災部門の職員数が少ない

首長の防災に対する関心、意
識が高くない

個々の職員の防災に対する関
心、意識が高くない

庁内他部局の防災への理解・
関心が得られない

非該当
(N=507)

該当
(N=96)

シナリオのない災害対策本部の設置・運営訓練を実施 9.9% 10.4%

参加者に事前予告しない（抜き打ちでの）災害対策本部の設置・
運営訓練を実施

4.9% 4.2%

他部局の幹部職員が参加した災害対策本部の設置・運営訓練を実施 47.9% 43.8%

首長が参加した災害対策本部の設置・運営訓練を実施 60.6% 58.3%

 防災部局職員のみによる災害対策本部の設置・運営訓練を実施 18.7% 19.8%

その他 3.0% 1.0%

概ね５年以内には、災害対策本部の設置・運営訓練を実施したことがない 21.3% 24.0%

首長の更なる
防災意識向上

過去5年以内に実施した災害対策本部の設置・運営訓練の内容

非該当
(N=366)

該当
(N=237)

シナリオのない災害対策本部の設置・運営訓練を実施 9.8% 10.1%

参加者に事前予告しない（抜き打ちでの）災害対策本部の設置・
運営訓練を実施＊

6.3% 2.5%

他部局の幹部職員が参加した災害対策本部の設置・運営訓練を実施 45.6% 49.8%

首長が参加した災害対策本部の設置・運営訓練を実施 62.6% 56.5%

 防災部局職員のみによる災害対策本部の設置・運営訓練を実施 18.9% 19.0%

その他 2.2% 3.4%

概ね５年以内には、災害対策本部の設置・運営訓練を実施したことがない 21.0% 22.8%

過去5年以内に実施した災害対策本部の設置・運営訓練の内容

幹部の更なる
防災意識向上

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

パラメータ推定値

参加者に事前予告しない災害対策
本部の設置・運営訓練を実施

幹部職員 0.03 0.948 0.466 0.042

非該当
(N=510)

該当
(N=97)

防災担当部局の業務が多忙で、研修等に参加する時間がない * 35.9% 47.4%

人事異動により、防災担当部局に、専門知識のある職員が定着しない 58.6% 58.8%

実際に災害対策本部や災害対応を経験する機会が少ない 51.8% 60.8%

制度やガイドライン、用語等の変化が早く、ついていけない 22.0% 23.7%

防災担当部局以外では、防災や災害対応業務について当事者意識が
少ない *

55.5% 68.0%

全庁的に、防災や災害対応に関する職員研修がない 24.1% 33.3%

その他 3.3% 3.1%

特に課題はない 2.9% 0.0%

災害対応に関する職員の人材育成・研修等の課題

首長の更なる
防災意識向上

非該当
(N=370)

該当
(N=237)

防災担当部局の業務が多忙で，研修等に参加する時間がない * 33.8% 43.9%

人事異動により，防災担当部局に専門知識のある職員が定着しない * 54.9% 64.6%

実際に災害対策本部や災害対応を経験する機会が少ない 50.8% 57.0%

制度やガイドライン，用語等の変化が早く，ついていけない 21.1% 24.1%

防災担当部局以外では，防災や災害対応業務について当事者意識が
少ない **

48.9% 70.9%

全庁的に，防災や災害対応に関する職員研修がない * 22.2% 30.8%

その他 3.5% 3.0%

特に課題はない 2.7% 2.1%

災害対応に関する職員の人材育成・研修等の課題

幹部の更なる
防災意識向上
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表 22 ロジスティック回帰分析結果 

 
 

e) ③災害対策本部の開設 

 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の有無と

「災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）している

課題等」の個別項目とのクロス分析やχ二乗検定の結果

は，表 23 のとおりである．「首長の更なる防災意識向上」

に関する該当の有無と統計的に有意な差のある個別項目

は，「一部の部局（防災部局等）への業務負担の集中」

（χ2(1)=5.938,p<0.05），「災害対応に関する知識・経

験の不足」（χ2(1)=8.912,p<0.01）である． 

 

表 23 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当 

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 
次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）

している課題等」の個別項目とのクロス分析やχ二乗検

定の結果は，表 24 のとおりである．「幹部職員の更なる

防災意識向上」に関する該当の有無と統計的に有意な差

があった個別項目は，「首長の更なる防災意識向上」と

同様に，「一部の部局への業務負担の集中」（χ2(1)=9.

032,p<0.01），「災害対応に関する知識・経験の不足」

（χ2(1)=15.801,p<0.01）である．また，「庁舎や設備，

職員等の被災」（χ2(1)=4.158,p<0.05），「メディアへ

の対応」（χ2(1)=4.412,p<0.05），「庁舎内の活動スペ

ースの不足」（χ2(1)=15.138,p<0.01）が，「首長の更

なる防災意識向上」と違って，それぞれ統計的に有意な

差があった． 

以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 25 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 
f) ④災害対策本部会議の開催への備え 

「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の有無と

「災害対策本部会議で想定される課題」の個別項目との

クロス分析やχ二乗検定の結果は，表 26 のとおりである．

「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の有無と統 

 

表 24 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

表 25 ロジスティック回帰分析結果 

 
 
計的に有意な差のある個別項目は，「本部員の災害対応

への知識が不足している」（χ2(1)=19.989,p<0.01），

「本部員からの発言の多くが報告にとどまり，実質的な

議論が少ない」（χ2(1)=5.198,p<0.05）である． 

 
表 26 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の 

有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

 

 次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「災害対策本部で想定される課題」の個別項

目とのクロス分析やχ二乗検定の結果は，表 27 のとおり

である．「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有

無と統計的に有意な差があった個別項目は，「首長の更

なる防災意識向上」の該当の有無の結果と同様に，「本

部員の災害対応への知識が不足している」（χ2(1)=58.1

93,p<0.01），「本部員からの発言の多くが報告にとどま

り，実質的な議論が少ない」（χ2(1)=11.420,p<0.01）

である．また，「首長の更なる防災意識向上」と違って，

「会議のためのスペースや設備が不十分である」（χ2

(1)=10.791,p<0.01），「その他」（χ2(1)=6.786,p<0.0

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

首長 0.03 -0.477 0.223 0.033

幹部職員 0.01 -0.427 0.171 0.012

人事異動により，防災担当部局に専門
知識のある職員が定着しない

幹部職員 0.02 -0.404 0.171 0.018

首長 0.02 -0.535 0.235 0.023

幹部職員 0.00 -0.933 0.177 0.000

全庁的に，防災や災害対応に関する職
員研修がない

幹部職員 0.02 -0.447 0.188 0.018

パラメータ推定値

防災担当部局の業務が多忙で，研修等
に参加する時間がない

防災担当部局以外では，防災や災害対
応業務について当事者意識が少ない

非該当
(N=512)

該当
(N=98)

一部の部局（防災部局等）への業務負担の集中 * 73.0% 84.7%

庁舎や設備、職員等の被災 68.2% 66.3%

職員の参集困難 59.0% 54.1%

メディアへの対応 45.5% 56.1%

庁舎内の活動スペースの不足 44.7% 53.1%

情報収集の困難 40.4% 41.8%

災害対応に関する知識・経験の不足 ** 64.1% 79.6%

その他 1.2% 2.0%

心配（懸念）している課題はない 1.0% 0.0%

首長の更なる
防災意識向上災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）してい

る課題等

非該当
(N=372)

該当
(N=238)

一部の部局（防災部局等）への業務負担の集中 ** 70.7% 81.5%

庁舎や設備、職員等の被災 * 64.8% 72.7%

職員の参集困難 56.5% 60.9%

メディアへの対応 * 43.8% 52.5%

庁舎内の活動スペースの不足 ** 39.8% 55.9%

情報収集の困難 37.9% 45.0%

災害対応に関する知識・経験の不足 ** 60.5% 76.1%

その他 1.3% 1.3%

心配（懸念）している課題はない 1.1% 0.4%

幹部の更なる
防災意識向上災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）してい

る課題等

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

首長 0.01 -0.714 0.298 0.017

幹部職員 0.00 -0.603 0.202 0.003

庁舎や設備、職員等の被災 幹部職員 0.04 -0.369 0.182 0.042

メディアへの対応 幹部職員 0.04 -0.350 0.167 0.036

庁舎内の活動スペースの不
足

幹部職員 0.00 -0.651 0.168 0.000

首長 0.00 -0.783 0.267 0.003

幹部職員 0.00 -0.730 0.185 0.000

パラメータ推定値

一部の部局（防災部局等）
への業務負担の集中

災害対応に関する知識・経
験の不足

非該当
(N=476)

該当
(N=96)

十分な会議時間を確保できない 20.8% 16.7%

会議に必要な情報を十分に集められない 47.5% 46.9%

被災地の状況、課題がイメージできない 33.8% 36.5%

本部員の災害対応への知識が不足している ** 37.8% 62.5%

会議のためのスペースや設備が不十分である 35.7% 43.8%

本部員からの発言の多くが報告にとどまり、
実質的な議論が少ない *

26.1% 37.5%

外部の参加者がいるため、守秘を要する
情報について議論が難しい

2.1% 1.0%

その他 5.9% 4.2%

首長の更なる
防災意識向上

災害対策本部会議で想定される課題
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1）が，それぞれ統計的に有意な差があった．なお，「そ

の他」には，「災害対策本部会議で想定される課題なし」

の回答が含まれている． 
 

表 27 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で統計的に有意 

 

以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 28 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 
表 28 ロジスティック回帰分析結果 

 
 

g) ⑤外部行政組織との連携や受援体制 

 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の有無と

「国・都道府県・他の市町村からの応援職員の受入を受

援計画等で想定している」の個別項目とのクロス分析や

χ二乗検定の結果は，表 29 のとおりである．「首長の更

なる防災意識向上」に関する該当の有無で，「国・都道

府県・他の市町村からの応援職員の受入を受援計画等で

想定している」でいずれの応援元の行政機関についても

統計的に有意な差は見られなかった． 

 

表 29 「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の 

有無とのクロス分析（複数回答） 

 
 

次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「国・都道府県・他の市町村からの応援職員

の受入を受援計画等で想定している」の個別項目とのク

ロス分析やχ二乗検定の結果は，表 30 のとおりである．

「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無と統計

的に有意な差があった，受援計画等で想定している他行

政機関からの応援職員の受入は，「都道府県からの応援

職員派遣の受入を受援計画等で想定」（χ2(1)=5.928,p<

0.05），「他市町村からの応援職員の受入を受援計画等

で想定」（χ2(1)=5.526,p<0.05）であった．この結果は，

「都道府県や他市町村からの応援職員派遣の受入を受援

計画等で想定」に回答した割合は，「幹部職員の更なる

防災意識向上」に該当する，幹部職員の防災意識の弱い

市町村の方が低いことを示している． 

 

表 30 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）*は 5%以下で統計的に有意 

 

 以上の関連性のある個別項目と幹部職員の防災意識と

の因果関係をロジスティック回帰分析で検証すると，表

31 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は有意とな

っており，因果関係の存在が示唆された． 

 

表 31 ロジスティック回帰分析結果 

 
 

h) ⑥自治体の災害対応全般 

 「基礎自治体の災害対応力強化のための重要な課題や

要望」の個別項目と「首長の更なる防災意識向上」に関

する該当の有無とのクロス分析やχ二乗検定の結果は，

表 32 のとおりである．「首長の更なる防災意識向上」に

関する該当の有無と統計的に有意な差のある個別項目は，

「災害後１か月で行うべき対応業務の全体フロー図とそ

の詳細の把握」（χ2(1)=6.185,P<0.05），「国・全国知

事会等による応援職員派遣制度の拡充」（χ2(1)=4.687,

p<0.05）である．  

 次に，「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該

当の有無と「基礎自治体の災害対応力強化のための重要

な課題や要望」の個別項目とのクロス分析やχ二乗検定

の結果は，表 33 のとおりである．「幹部職員の更なる防

災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差があった

個別項目は，「首長の更なる防災意識向上」の該当の有

無の結果と同様に，「災害後１か月で行うべき対応業務

全体図とその詳細の把握」（χ2(1)=10.972,p<0.01）， 

「国・全国知事会等による応援職員派遣制度の拡充」 

（χ2(1)=6.123,p<0.05）である．また，「首長の更なる

防災意識向上」と違って，「大規模災害発生時の初動態

勢の強化及び見直し」（χ2(1)=14.880,p<0.01），

「国・都道府県等からの，被災後早期の被害推定情報の

提供」（χ2(1)=7.328,p<0.01），「国・都道府県等から

の，被災後早期の支援員（リエゾン）派遣による情報の

非該当
(N=339)

該当
(N=233)

十分な会議時間を確保できない 18.6% 22.3%

会議に必要な情報を十分に集められない 45.1% 50.6%

被災地の状況，課題がイメージできない 32.2% 37.3%

本部員の災害対応への知識が不足している ** 28.9% 60.9%

会議のためのスペースや設備が不十分である ** 31.6% 45.1%

本部員からの発言の多くが報告にとどまり，
実質的な議論が少ない **

22.7% 35.6%

外部の参加者がいるため、守秘を要する
情報について議論が難しい

1.8% 2.1%

その他 ** 7.7% 2.6%

幹部の更なる
防災意識向上

災害対策本部会議で想定される課題

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

首長 0.00 -1.008 0.231 0.000

幹部職員 0.00 -1.345 0.180 0.000

会議のためのスペースや設備が不十分
である

幹部職員 0.00 -0.576 0.176 0.001

首長 0.03 -0.533 0.235 0.024

幹部職員 0.00 -0.633 0.188 0.001

その他 幹部職員 0.01 1.145 0.461 0.013

パラメータ推定値

本部員の災害対応への知識が不足して
いる

本部員からの発言の多くが報告にとど
まり，実質的な議論が少ない

非該当 該当

国の調査団・現地連絡室等の受入を受
援計画等で想定

31.2%
(N=493)

29.9%
(N=97)

都道府県からのリエゾン（情報連絡員）
の受入を受援計画等で想定

40.2%
(N=500)

35.1%
(N=97)

都道府県からの応援職員派遣の受入を
受援計画等で想定

43.5%
(N=499)

38.8%
(N=98)

他市町村からの応援職員の受入を
受援計画等で想定

44.2%
(N=496)

40.8%
(N=98)

受援計画等で想定している
外部行政組織の受入

首長の更なる
防災意識向上

非該当 該当

国の調査団・現地連絡室等の受入を受
援計画等で想定

33.0%
(N=355)

28.1%
(N=235)

都道府県からのリエゾン（情報連絡員）
の受入を受援計画等で想定

42.3%
(N=362)

34.9%
(N=235)

都道府県からの応援職員派遣の受入を
受援計画等で想定 *

46.7%
(N=362)

36.6%
(N=235)

他市町村からの応援職員の受入を
受援計画等で想定 *

47.5%
(N=358)

37.7%
(N=236)

受援計画等で想定している
外部行政組織の受入

幹部の更なる
防災意識向上

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

0.019
他市町村からの応援職員の受入を
受援計画等で想定

幹部職員 0.02 0.401 0.171

パラメータ推定値

都道府県からの応援職員派遣の受
入を受援計画等で想定

幹部職員 0.02 0.417 0.172 0.015
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共有化とアドバイス」（χ2(1)=4.343,p<0.05），「災害

対策を移譲事務にするなどの都道府県による支援制度の

拡充」（χ2(1)=5.575,p<0.05），「防災計画やマニュア

ルのデジタル化」（χ2(1)=11.579,p<0.01），「災害後

の国・都道府県等への報告業務の省力化」（χ2(1)=4.65

2,p<0.05）が，それぞれ統計的に有意な差があった． 

 

表 32  「首長の更なる防災意識向上」に関する該当の 

有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）*は 5%以下で統計的に有意 

 

表 33 「幹部職員の更なる防災意識向上」に関する該当

の有無とのクロス分析（複数回答） 

 
注）**は 1%以下で，*は 5%以下で，それぞれ統計的に有意 

以上の関連性のある個別項目と首長又は幹部職員の防

災意識との因果関係をロジスティック回帰分析で検証す

ると，表 34 のとおり，回帰式は有意で，また説明変数は

有意となっており，因果関係の存在が示唆された． 

 
表 34  ロジスティック回帰分析結果 

 

４．インタビュー調査の結果 

 
 前述の質問紙調査を補完するため，質問紙調査で，質

問項目「先進的災害対応力強化に取り組んでいる自治体

や災害対応等で参考にしている自治体（自由回答）」

（表 2）として，2 番目に多く選ばれた三重県伊勢市（表

3）に対してインタビュー調査の実施した．伊勢市を選ん

だ理由には，「職員の防災意識が全体的に高く，それぞ

れが自主的に行動できる体制が確立している」や「体系

的な職員向けの防災訓練を実施している」などが挙げら

れている．インタビュー調査では，それぞれの理由に関

係していると考えられる伊勢市の取り組みや，その取り

組みへの市長の防災意識の影響について質問した． 

「職員の防災意識が全体的に高く，それぞれが自主的

に行動できる体制が確立している」という理由に関係し

ていると考えられる取り組みとしては，まず，組織構造

において，伊勢市では，危機管理部を設置していること

や，他部局に防災対応も自分の仕事という意識を植え付

けるためにチーム制がとられていることが挙げられた．

その結果，危機管理担当部署の職員数は，同人口規模の

他自治体に比べて多くなっている．部制やチーム制の導

入は，市長の意向や承認によるものであると指摘された． 

また，人員配置において，危機管理部長に危機管理の

課長を務めた職員を充てていることや，15 年間防災担当

に従事している職員が在職していることが挙げられた．

この人員配置は，市長が，危機管理のスペシャリストを

確保・育成しようという意向を持っていることによるも

のであると指摘された． 

もう一つの理由である「体系的な職員向けの防災訓練

を実施している」に関係していると考えられる取り組み

としては，プロジェクト型災害対策本部体制の習熟度を

上げることや，災害対策本部となる防災センターでの災

害対策業務を経験することを目的に，市長自ら参加する

図上訓練が年 2 回実施されていることが挙げられた．図

上訓練では，伊勢市に大きな被害が発生した状況での対

応の検討に加えて，市長の模擬記者会見も行われている．

また，図上訓練直後にふりかえりを実施し，その場で改

善内容やその担当，達成時期を決定している．さらに，

2017 年度から，業務継続計画（BCP）の開始に合わせて，

各部，各チームが主体性を持って BCM に取り組むために，

市長を含めた市役所幹部職員で「BCM 定例会」を年 2 回

開催していることであった．「BCM 定例会」では，BCP

記載の対策の進捗状況や，上記の図上訓練の反省で各所

属が決めた改善内容，期日に対しての進捗状況について，

市長に対して各部長等が報告等を行っている．部長の立

場として，市長，副市長の前で，改善が進んでいないと

報告するのはつらいので，「BCM 定例会」は，課題改善

のきっかけになっていると指摘された．このように，市

長は，図上訓練や「BCM 定例会」の重要性についての深

い理解や，参加することへの積極性があることが示唆さ

れる． 

以上のことから，伊勢市が他自治体から評価されてい

る理由に関わる取り組みは，市長の防災意識の高さに基

づいていると考えられる．このような市長の防災意識の

高さの背景について，「市長は，防災に重点をおくこと

が市長としての実績につながると考えておられる．」と

指摘された．このことは，災害の多発によって，災害対

応は政治的にも重要な政策に変わってきているという中

邨の指摘 1)に合致していると考えられる． 

非該当
(N=511)

該当
(N=97)

大規模災害発生時の初動態勢の強化及び見直し 69.1% 79.4%

災害後１か月で行うべき対応業務の全体フロー図と
その詳細の把握 *

49.1% 62.9%

国・都道府県等からの、被災後早期の被害推定情報の提供 15.3% 20.6%

国・都道府県等からの、被災後早期の支援員（リエゾン）
派遣による情報の共有化とアドバイス

26.2% 34.0%

国・全国知事会等による応援職員派遣制度の拡充 * 10.8% 18.6%

災害対策を移譲事務にするなどの都道府県による支援制度の
拡充

11.9% 13.4%

防災計画やマニュアルのデジタル化 13.5% 20.6%

災害後の国・都道府県等への報告業務の省力化 40.9% 40.2%

補助金・負担金・交付金等の制度の拡充 37.4% 42.3%

大規模災害を経験していないことによる知識・経験の不足 56.8% 58.8%

その他 1.6% 2.1%

首長の更なる
防災意識向上

基礎自治体の災害対応力強化のための重要な課題や要望

非該当
(N=372)

該当
(N=236)

大規模災害発生時の初動態勢の強化及び見直し ** 65.1% 79.7%

災害後１か月で行うべき対応業務の全体フロー図と
その詳細の把握 **

46.0% 59.7%

国・都道府県等からの、被災後早期の被害推定情報の提供 ** 12.9% 21.2%

国・都道府県等からの、被災後早期の支援員（リエゾン）
派遣による情報の共有化とアドバイス *

24.5% 32.2%

国・全国知事会等による応援職員派遣制度の拡充 * 9.4% 16.1%

災害対策を移譲事務にするなどの都道府県による支援制度の
拡充 *

9.7% 16.1%

防災計画やマニュアルのデジタル化 ** 10.8% 20.8%

災害後の国・都道府県等への報告業務の省力化 * 37.4% 46.2%

補助金・負担金・交付金等の制度の拡充 36.0% 41.5%

大規模災害を経験していないことによる知識・経験の不足 54.6% 61.0%

その他 2.2% 0.8%

幹部の更なる
防災意識向上

基礎自治体の災害対応力強化のための重要な課題や要望

従属変数 説明変数 モデル

適合情報 係数 S.E. 有意確率

大規模災害発生時の初動態勢の強化及
び見直し

幹部職員 0.00 -0.744 0.195 0.000

首長 0.01 -0.563 0.228 0.014

幹部職員 0.00 -0.557 0.169 0.001

国・都道府県等からの，被災後早期の
被害推定情報の提供

幹部職員 0.01 -0.596 0.222 0.007

国・都道府県等からの、被災後早期の
支援員派遣による情報の共有化とアド
バイス

幹部職員 0.04 -0.383 0.184 0.038

首長 0.04 -0.636 0.298 0.033

幹部職員 0.02 -0.614 0.251 0.014

災害対策を移譲事務にするなどの都道
府県による支援制度の拡充

幹部職員 0.02 -0.583 0.249 0.019

防災計画やマニュアルのデジタル化 幹部職員 0.00 -0.777 0.232 0.001

災害後の国・都道府県等への報告業務
の省力化

幹部職員 0.03 -0.364 0.169 0.031

パラメータ推定値

災害後１か月で行うべき対応業務の全
体フロー図とその詳細の把握

国・全国知事会等による応援職員派遣
制度の拡充
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５．考察 
 

 本研究では，市町村の防災・危機管理体制の構築にお

いて首長及び幹部職員の防災意識が影響を及ぼしている

か否かを，全国の市町村を対象に実施した質問紙調査の

回答結果を用いて，定量的に検証した． 

 

（1）首長・幹部職員の防災意識の市町村の現状及び「防

災担当部局の抱えている重要な課題」の因子分析結果 

首長の防災意識が弱い市町村の割合は 16.1％，幹部職

員の防災意識が弱い市町村の割合は 39％と推測できた．

また，首長と幹部職員がともに防災意識が弱い市町村の

割合は 14.3％であった．さらに，首長や幹部職員それぞ

れの防災意識の強弱は，市町村の人口規模と関連性がな

いことが分かった． 

ついで，危機管理体制の構築を担う防災担当部局が抱

えている重要な課題についての回答結果を用いて因子分

析を行った．その結果，「防災担当部局の抱えている重

要な課題」の第一因子は，「首長・幹部職員の防災意識

の向上」であると解釈された．このことから，首長及び

幹部職員の防災意識が，潜在的に防災・危機管理体制の

構築に影響していることが窺える． 

 

（2）首長及び幹部職員の防災意識と関連性のある防災・

危機管理体制の項別項目のロジスティック分析結果 

 χ二乗検定で抽出した，首長及び幹部職員の防災意識

と関連性のある防災・危機管理体制の個別項目を従属変

数として，首長又は幹部職員の防災意識を説明変数とす

る各回帰式をロジスティック回帰分析で検証した．その

結果，首長及び幹部職員の防災意識が防災・危機管理体

制において有意に影響している個別項目が明らかになっ

た．以下，防災・危機管理体制の構成要素別に考察する． 

質問項目「現在の地域防災計画において，今後，改善

していきたい課題」で，「首長の更なる防災意識向上」

や「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無と統

計的に有意な差があった各個別項目についてのロジステ

ィック分析の結果は，地域防災計画の実効性や総合性を

確保する 15)上で，首長や幹部職員の防災意識が肝要であ

ることを示している．特に，「業務の優先順位や絞り込

み」は，政治的配慮を伴うこともあって，首長の決断力

と指導力が必要であることを示唆している． 

質問項目「全庁的な防災計画やマニュアルの策定見直

しの課題」のロジスティック分析の結果は，「首長の更

なる防災意識向上」や「幹部職員の更なる防災意識向上」

の該当の有無と統計的に有意な差があった，防災部局の

職員数不足や，個々の職員・他部局の防災に対する関

心・意識の低さに，首長や幹部職員の防災意識が影響し

ていた．また，防災や災害対応についての知識，経験の

不足に，幹部職員の防災意識が影響していた．  

職員の教育・研修での質問項目「過去 5 年以内に実施

した災害対策本部の設置・運営訓練」の個別項目につい

て，「首長の更なる防災意識向上」の該当の有無と統計

的に有意な差がなかった．一方，「幹部職員の更なる防

災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差があった

個別項目は，「参加者に事前予告しない災害対策本部の

設置・運営訓練の実施」で，幹部職員の防災意識との因

果関係が検証された．この結果は，より実践的で効果の

高い，抜き打ち的な防災訓練の実施に，幹部職員の防災

意識が影響していることを示している．  

 また，質問項目「災害対応に関する職員の人材育成・

研修等の課題」において，「首長の更なる防災意識向上」

や「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無と統

計的に有意な差があった各個別項目についてのロジステ

ィック回帰分析の結果から，防災部局職員の研修等への

参加や庁内における当事者意識の差の解消のために，首

長や幹部職員の防災意識が求められていると考える．ま

た，人事異動への対応や全庁的な防災研修の実施に幹部

職員の防災意識が求められていると考える． 

 質問項目「災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）

している課題」において，「首長の更なる防災意識向上」

や「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無と統

計的に有意な差があった各個別項目についてのロジステ

ィック回帰分析の結果は，庁内における業務分担を調整

や災害対応における知識を集めるために，首長や幹部職

員の防災意識が重要であることを示している．また，災

害対策本部を置く庁舎の耐震化や非常電源設備の確保，

災害対策本部の活動場所 16）などのハード整備，及びメデ

ィアとの連携体制の構築やメディアを通じた情報発信に

向けたメディアとの対応において，幹部職員の防災意識

が重要であることを示している． 

 質問項目「災害対策本部会議で想定される課題」で，

「首長の更なる防災意識向上」や「幹部職員の更なる防

災意識向上」の該当の有無と統計的に有意な差があった

各個別項目についてのロジスティック回帰分析の結果は，

災害対策本部会議が内部の統制に必要な組織的意思決定

の場として設計されることが求められるという要諦 17）の

ように，本部員の災害対応への知識不足の解消や重要な

意思決定の実施のためには，首長や幹部職員の防災意識

が必要であることを示している．また，会議のための活

動スペースの確保や通信手段・資機材等の整備 16)におい

て，幹部職員の防災意識が必要であることを示している． 

質問項目「受援計画等で想定している他行政機関から

の応援職員の受入」で，「首長の更なる防災意識向上」

の該当の有無と統計的に有意な差はなかった．一方，

「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無は，

「都道府県からの応援職員派遣の受入を受援計画等で想

定」，「他市町村からの応援職員の受入を受援計画等で

想定」と統計的に有意な差があり，この各個別項目につ

いてロジスティック回帰分析を行った結果，それぞれ因

果関係の存在が示唆された．このことから，都道府県や

他市町村からの支援に関する受援体制の整備において，

幹部職員の防災意識が重要であることが窺える． 

質問項目「基礎自治体の災害対応力強化のための重要

な課題や要望」で，「首長の更なる防災意識向上」や

「幹部職員の更なる防災意識向上」の該当の有無と統計

的に有意な差があった各個別項目についてのロジスティ

ック分析の結果は，首長の防災意識が弱い市町村では，

「災害後１か月で行うべき対応業務の全体フロー図とそ

の詳細の把握」，「国・全国知事会等による応援職員派

遣制度の拡充」をより多く求めていることを示している．

なお，後者の関係で，総務省が推し進めている「応急対

策職員派遣制度」18)の拡充が注目される．また，幹部職

員の防災意識が弱い市町村では，上記の 2 つの課題・要

望に加えて，「大規模災害発生時の初動態勢の強化及び

見直し」，「国・都道府県等からの，被災後早期の被害

推定情報の提供」，「国・都道府県等からの，被災後早

期の支援員（リエゾン）派遣による情報の共有化とアド

バイス」，「災害対策を移譲事務にするなどの都道府県
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による支援制度の拡充」，「防災計画やマニュアルのデ

ジタル化」，「災害後の国・都道府県等への報告業務の

省力化」をより多く求めていることを示している．  

以上見てきた首長及び幹部職員の防災意識と防災・危

機管理体制とのロジスティック分析の結果において，

「地域計画の策定における業務の優先順位や絞り込み」

では「首長の更なる防災意識向上」のみが影響していた

ことともに，災害対策の専門的知識を要する課題・内

容・要望では，「幹部職員の更なる防災意識」が「首長

の更なる防災意識向上」よりも多く影響していたことが

注目される．この結果は，政治家として最終責任を負う

首長と首長を補佐して災害対策の実務を指揮監督する幹

部職員との役割分担を反映したものであると考える． 

質問紙調査を用いた分析結果を補完するために，質問

紙調査の質問項目「災害対応強化における先進自治体や，

また災害対応等で参考にしている自治体（自由回答）」

（表 2）で，2 番目に多く選ばれた三重県伊勢市（表 3）

に対してインタビュー調査を実施した．その結果から，

市長が，防災対策の重要性を認識し，防災・危機管理体

制の強化を最重要課題として位置づけていることから，

高度な組織構造，スペシャリスト養成を考慮した人員配

置などの先駆的な取り組みが実現されたことが窺えた． 
以上のように，本研究において，防災・危機管理体制

の構築要素上の重要課題に，首長及び首長を補佐する幹

部職員の防災意識が影響していることが，定量的に検証

された．この結果から，首長及び幹部職員は，それぞれ

の危機管理における役割を担うために，常に危機意識を

持ち，危機管理に当たる重要性を自覚するとともに，日

頃から災害対策や危機管理に関する専門知識を習得し，

また災害発生時に備える訓練を重ねて危機管理能力を身

に着けておく必要があるという政策的含意が導かれる． 

 

（3）今後の課題 

 回答した自治体職員の認識に基づく質問紙調査の結果

には，主観性の導入の問題があることを挙げることがで

きる．本研究の分析結果の妥当性を向上させるために，

同様の質問紙調査を継続的に行いたい．また，首長及び

幹部職員の防災意識に関して実態を深く掘り下げるため

に，表 3 で挙げられている，伊勢市以外の市町の職員や

伊勢市を含む市町の首長へのインタビュー調査を行いた

い．さらには，前述のとおり，防災・危機管理体制の構

築に，本研究で取り上げた首長や幹部職員の防災意識以

外に，市町村の規模や災害経験，防災関連諸法，技術な

どの要因 8)が複合しながら影響していると考える．今後，

これらの要因を統合的に取り上げて，各要因の防災・危

機管理体制の構築への影響度を定量的に分析したい． 

 

 

補 注 

(1) 「地方公共団体の地域防災力・危機管理能力評価指針の策

定調査報告書」13)では，危機管理体制の根本は，「準備」・「減

災」であり，評価指針の構成は，あり方を評価・見直す流れに

対応するこという考えの基に，「体制整備（組織・人事・予算，

災害発生時の体制，応援・協力体制，地域防災計画など）」，

「資機材等」，「教育・訓練」など 9 つの指標を設定． 
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